
耐震重要度分類
①

設備をその耐震上の重要度に応じて４分類に区分し、
合理的に設計。その際に、重要度分類に応じた許容
限界を設定。

Ａs

Ａ

Ｃ

Ｂ

上記以外の設備

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系
・使用済燃料を貯蔵するための施設
・原子炉の緊急停止や停止状態を維持するための設備
・原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設
・放射性物質の放散を防ぐための施設

Asクラス…　基準地震動S2に対して安全機能の保持

基準地震動S1に対して弾性挙動の維持

Aクラス …　基準地震動S1に対して弾性挙動の維持

（Ｓクラスへ格上げ）

最重要クラス（Ａｓ）をＡクラスまで拡大し３
分類に区分。
それに応じて、重要度分類と許容限界の組み合
わせが変更。

Ｓ

Ｃ

Ｂ

最重要クラス（Aｓ）の

範囲をＡクラスまで拡大

し呼称変更

Ｓクラスの設備…基準地震動Ssに対して
安全機能の保持

弾性設計用地震動Sdに対して弾性挙動の維持

旧指針 新指針

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、炉心からの　
　崩壊熱を除去するために必要な施設

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて一
　次冷却材を内蔵しているか又は内蔵しうる施設
・放射性廃棄物を内蔵している施設
・使用済燃料を冷却するための施設　　等



タービン発電機架台

高圧タービン

第１低圧タービン

第２低圧タービン
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旧指針の基準地震動
②

　　・原子炉容器や格納容器など安全上特に重要な施設は、将来起こるかもしれ
ない最強の地震（設計用最強地震Ｓ１）に耐えられることはもとより、およそ現
実的ではないと考えられる限界的な地震（設計用限界地震Ｓ２）に対しても、
その安全機能を失わないように設計

過去の地震過去の地震

活 断 層活 断 層

地震地体構造地震地体構造

直下地震直下地震

設計用最強地震

設計用限界地震

基準地震動Ｓ１

基準地震動Ｓ２

限界的な地震をも考慮した設計

設計用地震動策定の流れ

活動度の高い活断層*1活動度の高い活断層*1

活動度の低い活断層*2活動度の低い活断層*2

＊1:１万年前以降に活動した可能性のあるもの

＊2:５万年前以降に活動した可能性のあるもの

（応答スペクトル法)



新指針の基準地震動
③

敷地周辺の地
震観測記録

敷地周辺の地
震観測記録

海洋プレートに

関する調査

海洋プレートに

関する調査

地球物理学的
な調査

地球物理学的
な調査

活断層に関す
る調査

活断層に関す
る調査

設計用地震動策定の流れ

震
源
を
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定
し
て
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す
る
地
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動

震
源
を
特
定
し
て
策

定
す
る
地
震
動
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源
を
特
定
せ
ず

策
定
す
る
地
震
動

震
源
を
特
定
せ
ず

策
定
す
る
地
震
動

後期更新世(約１３万年前)以降に活動した活断層まで考慮

各種調査 地震の分類 選定 評価 策定

地震資(史)料地震資(史)料
プレート間地震プレート間地震

内陸地殻内地震内陸地殻内地震

海洋プレート内

地震

海洋プレート内

地震

その他の地殻その他の地殻

地
震
動
評
価

地
震
動
評
価

地
震
動
評
価

地
震
動
評
価

基
準
地
震
動
の
策
定

基
準
地
震
動
の
策
定

Sｓ

Sd

弾性設計
用地震動

(Ssを係数倍)

（応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ法)

(断層モデル)



地震動の評価手法
④

　　・断層を面としてとらえ小領域に分割し、個々の小領域から発生する地震の波を重ね合わせて
ある地点（伊方発電所）の揺れを評価する手法

　　・震源を一つの点と仮想して、震源からの距離と地震が伝播する地盤の地質から、ある地点
（伊方発電所）の揺れを評価する手法

応答スペクトル手法

断層モデルによる手法

震源を点と仮定して地震の揺れを評価

震源の面的な広がりによる影響を考慮

敷地での揺れを直接評価


